
財政危機の要因 （本来取り組むべきであった姿）

Ｈ２７

R1

Ｈ１６
①一体感あるまちづくりステージ
（対等合併：旧町バランスに配慮）

R7

35～40億円

②改革準備ステージ
（普通交付税縮減）

③改革実行ステージ
（段階的：緩やかに）

④持続可能な財政運営ステージ
（収支バランス均衡）

庁内会議にて改革の必要性を認識し、
第２次総合計画にも取り組みの重要性
が明記されている。

10年前は、貯金も多く、市全体で将来の危機意識が希薄であった。
また、引き続き旧町のバランスに配慮した地域要望が続き対応してきた。
結果として、市全体で意識改革が進まない中で、改革に向けたステージへ転換出来なかった。

A 普通交付税の推移モデル （合併算定替えを見据えた行財政改革の取り組みの停滞≒危機意識の欠如）

B 公債費の推移モデル （公債費の増加≒財政力に見合った起債事業の中長期的なマネジメント機能欠如）

H16 Ｈ２７

R7

15億円以上減少

30～35億円

①合併債等を活用し一体的なまちづくりを進めつつも、
 起債発行（借金）を管理し公債費（返済）を平準化

本来の進むべき方向
（25～３０億円）

H26年度以降に40億円を
超える起債事業が常態化し、
公債費が急激に上昇した。

インフラや公共施設を多く抱える中、起債による更新や施設整備に頼らざるを得なかった。
そのような中で、起債発行を中長期的に管理する実務的なマネジメントが機能しなかった。
結果として、返済能力を超える起債発行を繰り返してきた。（R5上限枠：対応開始）

４７億円

公債費

普通交付税
（合併の目的）
人口減少により旧町単位の行政運営が難しくなるため、合併
により行財政のスリム化を行って行財政基盤を確立すること。
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